様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　　2024年　２月  19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） さーくれいすかぶしきがいしゃ                
一般事業主の氏名又は名称  サークレイス株式会社                
（ふりがな） さとう　じゅん 
（法人の場合）代表者の氏名  佐藤　潤　印   
住所　〒104‐0031
東京都中央区京橋1－11－1 ４階
法人番号　5010001150061　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況
　
　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	企業Webページ
https://www.circlace.com/

	公表日
	　　2021年　　10月　　１日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（１）公式HP・企業情報・ごあいさつ
https://www.circlace.com/about/message
（２）公式HP・企業情報・サークレイス株式会社について・「D（Digital）」よりも「X（Transformation）」の話を
https://www.circlace.com/about/corporate-brand
（３）公式HP・企業情報・企業理念・Purpose
https://www.circlace.com/about/corporate_philosophy
（４）公式HP・企業情報・サークレイスのDXへの取り組み・サークレイスのDX
https://www.circlace.com/about/dx

	記載内容抜粋
	（１）公式HP・企業情報・ごあいさつ
当社のDXの考えを大きく2つに分類の上表明
①本質的なDXで未来のための突破口を切り開く
②持続可能な社会のためにサークレイスが考えていること

（２）公式HP・企業情報・サークレイス株式会社について
「D（Digital）」よりも「X（Transformation）」の話を
サークレイス“Circlace”の社名には、サスティナブルな循環型社会に貢献したいという想いのもと、“circle”の言葉を込めています。循環型社会を創り出す有効な手段が「DX（Digital Transformation）」。しかし、今なお「D（Digital）」にとどまっている組織や企業が多いのも事実です。
サークレイスがお客様、そして、従業員たちと語りたいのは「X（Transformation）」。なぜDXが必要なのか。なぜ今、トランスフォームしないといけないのか？これからのSociety 5.0の時代に向け、本質的なDXを提案している企業です。

（３）公式HP・企業情報・企業理念・Purpose
①企業理念/CREATE HAPPINESS
私たちは、テクノロジーを正しく活用し、地球に優しい、人に優しい、誰もが幸福な世界の実現に貢献します。
このCreate Happinessを声明（STATEMENT）とし、これを実現するためのパーパスとコアバリューを携え、顧客と従業員を成功に導きます。そして、2030年を見据えたビジョン2030を掲げ、企業と個人、そして社会の発展を目指してまいります。
②Purpose（意義）
テクノロジーを正しく活用し、地球に優しい、人に優しい
誰もが幸福な世界の実現に貢献する
（４）公式HP・企業情報・サークレイスのDXへの取り組み・サークレイスのDX
サークレイスのDX
私たちは次のような目標を掲げ、DX（デジタルトランスフォーメーション）実現への取り組みを推進します
■お客様のDXパートナーとして新しい価値を共創する
■テクノロジーを正しく活用して社会の発展に貢献する
サークレイスは、創業よりSalesforce を通じお客様業務のデジタル化のお手伝いをしてまいりました。そのノウハウを生かし、テクノロジーが正しく機能する社会を目指しさらなるDX をお手伝いする企業へと進化いたします。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、企業業績に大きな影響を与えました。また、収束後に訪れたニューノーマルと呼ばれる現在においては、不確実性がさらに高まっています。あらゆる産業において、経営の意思決定のスピードと質を向上させることにより、ネガティブなリスクが顕在化した環境においても変わらず、生き抜くことができる強靭な経営管理体制を整備することが急務となっています。
このような環境下において弊社は持続的な発展を目的とし、ファクトデータに基づいた戦略のPDCAサイクルを加速させるデータドリブン経営への移行を実現させるために、積極的にDXを推進しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・2021年9月の経営会議にて役員承認の上、Webページ公開
・上記資料は取締役会において、決議した内容に基づき作成された文書であり、記載内容は取締役会等、意思決定機関の決定・承認に基づき記載されております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	企業Webページ/IRサイト

	公表日
	　　　2021　年　10　月　1　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	サークレイスのDXへの取り組み
https://www.circlace.com/about/dx

	記載内容抜粋
	サークレイスのDXへの取り組み
2021年度より、新たにDX推進プロジェクトを全社で始動、DX事業戦略とデータドリブン経営戦略の2つのタスクフォースを走らせています。
タスクフォースA　DX事業戦略
タスクフォースB　データドリブン経営戦略
<DX事業戦略>
【1】社内のDX推進
-最先端のデジタルテクノロジーを社内業務に活用し、
社内DXを実践
-お客様のDX推進を目的とし、DX実現を支援するための
人材を育成
【2】お客様のDX推進
-地域社会や地域で活動する企業のDX実現に尽力
-DX推進の情報発信
【3】自社のDXとお客様のDXを融合した、
DXビジネス推進戦略
-クラウドソリューションの導入、運用、定着化を加速
-デジタル・プラットフォームを通じたカスタマーサクセスを実現
<データドリブン経営戦略>
-データドリブン経営に向けたダッシュボードの構築

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・2021年9月の経営会議にて役員承認の上、Webページ公開
・上記資料は取締役会において、決議した内容に基づき作成された文書であり、記載内容は取締役会等、意思決定機関の決定・承認に基づき記載されております。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	【サークレイスのDXへの取り組み】
https://www.circlace.com/about/dx 

	記載内容抜粋
	DXを推進する組織体制
-Circlace事業部 Solution/Consulting/CS統括部、経営戦略室が組織横断でDX推進に取り組みます
①戦略を推進するための体制
・組織や全社横断的にDXを推進する｢経営戦略室」にCDOを配置し社外
・社内のDX推進を俯瞰して統括する。
Circlace事業部　Solution/Consulting/CS統括部において
顧客DX、CIT部において社内DXをサポートする
・DX戦略のPDCA運営を担う「DX推進プロジェクト」を発足
②戦略の推進に向けた人材の確保
・DX素養を兼ね備えたDX専門人材の社内育成体系を推進
・DX戦略の推進に向けた人材の確保と育成



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	サークレイスのDXへの取り組み
https://www.circlace.com/about/dx

	記載内容抜粋
	サービス技術の向上を目的とした環境整備
・社内でシステムを活用することより、ナレッジを集積
・AI、音声認識、チャットボットなどを活用した製品の自社開発
・開発成果を既存製品と組み合わせ、製品の機能や価値を向上させる
・継続した投資の実現のため、社内IT固定費削減、システム刷新の実施
・自社製品と生成AIの融合サービスの実現により付加価値の高いサービス提供
・カスタマーサクセスの向上に向け、各種トレーニングコースの拡充やキャンペーンの実施



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	企業Webページ

	公表日
	　　　　2023年 ３月 10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	サークレイスのDXへの取り組み
DX実現への取り組み：代表取締役メッセージ
https://www.circlace.com/about/dx

	記載内容抜粋
	私たちはお客様やパートナー様との接点を全てデジタル化する事により「経営に必要なデータを創る」ことをDXの要として定義し、そのためにシステム開発や人材派遣といった、デジタルではない当社主力の人材サービスをデジタルに変革するための取り組みを進めて参りました。
これより私たちは「人材派遣やSIという、自社既存人月ビジネスのデジタル化」、「お客様のDXパートナーとして、DXの推進および協業」、「自社独自開発DXプラットフォーム製品のリリース」という3点を私たちの「DXプロジェクト」として捉え、このプロジェクト数を達成度の指標とします。2022年12月現在、このDXプロジェクト数は9となっています。今後はより一層、プロジェクトを加速させるとともに、最先端テクノロジーを活用した自社プロダクトの開発を強化し、IT人材不足の解消、さらに真のカスタマーサクセスの実現に向けて、より一層、社会に貢献してまいります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年 ３月 10日


	発信方法
	サークレイスのDXへの取り組み
DX実現への取り組み：代表取締役メッセージhttps://www.circlace.com/about/dx

	発信内容
	私たちはお客様やパートナー様との接点を全てデジタル化する事により「経営に必要なデータを創る」ことをDXの要として定義し、そのためにシステム開発や人材派遣といった、デジタルではない当社主力の人材サービスをデジタルに変革するための取り組みを進めて参りました。
今後はより一層、プロジェクトを加速させるとともに、最先端テクノロジーを活用した自社プロダクトの開発を強化し、IT人材不足の解消、さらに真のカスタマーサクセスの実現に向けて、より一層、社会に貢献してまいります。
代表取締役社長　佐藤　潤



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　2023　年　12月頃　

	実施内容
	DX 推進指標自己診断フォーマット記載したものを
添付いたします。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020　年　10　月頃　～　以後継続


	実施内容
	ISO27001 :2022（ISMS）の外部監査及び認証
2020年10月より継続して認証を取得しており、2023年10月に新規格への移行審査を含めた更新を完了いたしました。ISMS認証取得組織として情報マネジメントシステム認定センター（ISMS-AC）の組織一覧に登録・公開されております。
https://isms.jp/lst/ind/CR_IS_x0020_727558.html
当社で制定している「情報セキュリティポリシー」に基づき、情報漏洩の防止をはじめとした
セキュリティレベルの向上を図っています。改定内容はその都度周知徹底するほか、社内教育コンテンツの整備も実施しています。
https://www.circlace.com/security_policy




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

